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第3回衛生工学シンポジウム

1995.11北海週大学学術交流会館

公共工事入札契約制度に関する一考察

1.はじめに

平成5年12月の中央建設業審議会の建議1)

では、「不正が起きにくしリことと「信頼のでき

る業者を選定するJことに議論の焦点を当てて

入札制度の改革の方向が示された。また、平成

6年以降は、建設産業界の非競争性・不透明'性

に対する由民の不安を払拭することを目的とし

て、歴史的大改革といわれる一般競争入札制度

の導入、建設業法の改正、さらに建設産業政策

大綱2)の策定と数多くの施策が矢継ぎ早に打ち

出されている。

公共建設事業はよりよい国造りを行うために

必要不可欠であり、建設業が閣の重要な基幹産

業の一つであることを考慮すれば、入札制度の

検討は、不正行為の訪止だけではなく、「より良

い国造りを実行していくためには、建設業・公

共事業はどうあるべきかJという総合的視点が
大切である3)。

本研究は、我関の公共事業における従来の入

札契約制度と新しい入札契約制度の特性を総合

評価するため、それぞれの制度について全体の

事実関係を通観できる特性図を表すことを試み、

特に重要と考えられる要因について論じた。}

2. 従来の入札契約制度の特徴

2. 1 従来の入札契約制度の特性関

従来の指名競争による入札契約制度を表現す

るために考案した特性図を、図-uこ示す。
四角で固まれている項目は、指名競争に関す

る手続き、または特性要因を表し、丸で聞まれ

ている項目は、その特性要閣を定量的i二表す変

数や指標であるG 実線の矢印は、矢印で結ばれ

ている項目聞に由果関係が存在することを示し、

点娘の矢印で表される因果関係は実線のそれに

比べて弱いことを意味する。また、「影Jを付け

た部分はその役割が必ずしも明確になっていな
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い部分、または非公開で行われている可能性の

ある行為を表す。

2. 2 rr指名Jとその運用に関する考察

従来の『指名競争制度Jは、比較的少ない事

務量で信頼のできる業者を選定し、『予定価格制

度jの厳格な適用により不当な価格上昇を未然

に防止しながら、『分割発注方式』の併用によっ

て「結果の公平Jを実現してきたシステムであ

ると考えられる。我国の戦後の復興期から高度

経諦成長期を経て今日まで、公共事業の効率的

な執行が可能であったのは、こうした特長に図

る点が大きかったと思われるO

一方、従来の方式に、制度そのものの欠陥或

いは運用の不備があることも明らかであるO

指名業者選定にあたって、政治家からの不当

な介入(天の芦)や発注者の恐意的運用が可能

であるという制度・連用の欠陥は大きな問題点

であるG 企業側に「受住最拡大Jという至上命

題が絶えず蒋在しており、企業と政治家にとっ

て「支援・献金一天の声Jという構図がお互い

に魅力的となる:可能性がある。

談合(受注調整j問題の背景には、業者側の

「技術力を競わない価格だけの一元的競争Jに対

する危機意識があると考えられる4)。すなわち、

指名業者選定要領には、「当該工事施工について

の技術的適性Jが含まれているが、この審査・

選定基準は企業側には一切公表されず、また指

名後の入札において、技術的適性は一般には審

査されないた.め、業者関の受注競争は実質的に

は価格による一元的競争となっている場合が多

いと考えられる。このため業者側に、ダンピン

lグの横行による業界全体の弱体化や業界の無秩

序な漉乱等の危機意識があると考えられる o

したがって、建設業全体において健全な競争

と発援を捉すためには、手続きの透明性・客観



性を高めることにより、業者選定における不正 たことに伴い、入札手続きに関する事務最は

行為を防止することは勿論のこと、舗格と技術激に増加することは必主であり、また、民間の

力の双方による競争を導入することも大窃であ 高度な技縮を採用するにあたっても、コンサル

ると思われる。 タントが果たさなければならない役割は極めて

2. 3 経営事項審査 大きいと雷える Q 新しい制度を円滑に運用して

従来の経営事項審査は完成工事高の評価が大 いくためにも、発注者・施工業者との役割分担

きいため、業者の経営方針として完成工事高を をもう一度見直し、コンサルタント業者が適切

めることが重視されてきた。我国の多くの企 な社会的地位と賞任を持って業務を担当するこ

業は終身雇用制度を採用しており、特に大企業 とが出来るような法制度や周辺制度の整備を行

は多数の技稿者と職員を継続的に麗用しなけれ う時期に来ている。

ばならず、利益の多少に拘らず、とにかく一定量 2. 5 建設技梼開発のあり方

以上の工事を受注することが大切となった。終 従来は、価格が落札者を決定する審査基準で

身藤用制度が、完成工事高重視の姿勢に拍車を あったため、企業が優れた技術を開発すること

かける結果となり、大企業と中小企業との経営 は技術開発費を回収出来ないリスクが大きく、

規模の格差を増大させる一国となったと考えら 企業の技術開発は価格を減少させるような技術

れる。「受注量拡大Jという至上命題が、企業を の開発に主娘が績かれてきた。しかし、最近は

政治家へ向かわせた背景の一つにあったと考え 国民や社会経請のニーズが多様化・高度化して

られる。 おり、こうした社会経済情勢の要請に建設業が

作業員や施工機誠を多数保有すると経営事項 将来も応えていくためには、価格以外の耐久性、

審査の中の「経営状況分析得点Jが低下するの 省人化、省エネルギ一、労働環境や自然環境へ

で、元請企業はこれらを外注化する、いわゆる の配慮、英観等の供用性等に優れた技術を的確

経営の軽量化を関り、施工管理等の管理能力の に評価出来るシステムを開発することが重要で

強化を重視してきた。このような労働力や施工 ある。

機械の外注化は、建設業の下請の重層化を押し 3. 新しい入札契約制度の特徴

進め、ひいては下請作業員の社会的地位の向上 3. 1 新しい入札契約制度の特性図

を睦害する一因となったことは否定し難いよう 一般競争入札制度の導入と建設業法の改正に

に思われる。 よって、新しい入札契約制度の特性の棺当部分

高い格付けが高い完成工事高に結び付き、そ が決定されると考えられるため、本節では、こ

の完成工事高がまた次回の格付けに反映される れら二つの項目の改革の影響に特に着Bした。

という『正のフィードバック』の存在が、企業 国2は、新しい入札契約制度における特徴を

の終身雇用制度の採用とあいまって、我閣の建 図示しようと試みたものである。記号の定義は

設業の構造の相当部分を規定してきたと震える。 図lと同じであるが、太線の矢印は普通線の矢

システム工学の理論を用いるまでもなく、 f正 印に比べてより5齢、因果関係を持つことを意味

のフィードバックJを持つシステムは不安定で

あり、本節で述べたような幾つかの弊害を生み

出している。現在、経営事項審査の見直しが検

討されているが、こうした弊害の緩和を十分に

考鹿してし、く必要がある。

2. 4 コンサルタント業界

コンサルタントは、発注者の「技術的パート

ナ-Jとして位罷付けられているが、その役割
は必ずしも明確になっていないように思われるo

一般競争入札の大規模工事への導入が決定され

している。

3. 2 新しい入札契約制度の長所

一般競争入札制度は指名競争入札制度よりも

高い透明性を有すると考えられる。業者選定に

おいて政治家の不当な介入が困難となるため、

政治家と施工業者間の非合法な関係も消失する

と考えられる。

また、一般競争入札制度では、価格競争性が

重視されるため、非効率な企業が淘汰される可

能性も高いと思われる。
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今回の建設業法の改正の中で最も重要な改正

の一つは経営事項審査の見直しである。新しい

経営事項審査では、「完成工事高Jのウェイトが

低下し、新たに「技術力」が独立した項告とし

て評価されることになった。

経営事項審査の見直しにより、元請企業の経

営方針として、従来の完成工事言語の重視、すな

わち経営の大規模化の重要性はやや小さくなり、

代わって技術力や経営力向上の重要性が高まる

と予想される。企業の経営カが重視されること

は、非効率な企業が湖汰されることを意味し、ま

た、技術力が震視されることは、企業が技術者、

技能者、さらには作業員を直接雇用するインセ

ンティブが高まると考えられることから、最終

的には重層下請講遣の階腫数の減少につながる

可能性があると思われる。

3. 3 新しい入札契約制度の問題点

しかし、新しい入札契約制度では、借頼ので

きる業者を選定するための機能が必ずしも十分

ではない。 新しい制度の導λ後、多くのダンピ

ング入札が行われているとの報告もある。ダン

ピング入札では、施工業者の利益は小さく、赤

となる場合もあることが予想される O

日本の公共工事では、現実にば、発注者と

請企業間の契約だけでなく、元請企業と下請企

業闘の契約も不対等であると考えられる。この

ため、 1重層下請構造の中で下位に位置する下請

企業に、落札価格の低下に伴う金銭的しわ寄せ

が及ぶと考えられることから、経営状況が惑化

しつつある下請企業も少なくないように思われ

る。経営状況の悪化は、作業員の更なる外注化

に結びつくことから、経営状況が悪化する下請

企業数が増加するにつれて、より多くの下請企

業が生まれると思われる。このことは、十分な訓

練を受けていない非熟練労働者や低賃金での労

儲が可能な外間人労働者の雇用が増加し、さら

には建設作業員の社会的地位向上を阻害し、基

本的作業ミスから生じる労働災害が増加する可

能性が高いことを示唆しているように思われる。

3. 4 今後の課題

このように、新しい入札契約制度には、一殻

競争入札制度の導入に伴う高い透明性と価格競

争性の確保、経営事項審査の見直しに伴う元請
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企業の技術力と経営力向上のインセンティブの

増加という多くの長所が存荘するO しかし、信

頼のできる業者を選定するための機能が必ずし

も十分ではないため、下請企業や末端の作業員

に金銭的しわ寄せが及ぶ短所も存在する。新制

度の長所が短所によって相殺されてしまう危験

性もあるO そこで、新しい入札契約制度では、

1.倍頼のできる業者を選定するための機能

の強化

2.優れた下請企業の育成・保護

の2点が早急に解決を喪する問題であると考え

られる。

第一の問題点について、建設省はペナルティ

の強化等不正行為の防止や低入札価格調査制度

の活用等幾つかの対策を打ち出してきた。第二

の問題点についても、建設省は2度にわたる構

造改善プログラムの実施をはじめ様々な施策を

援関してきた。これらの施策をさらに効果的な

ものとするための方策のーっとして、発注者か

ら末端の作業員までのお金の流れをある程度透

明化することが考えられるO 今後の研究におい

て、その方策の是非並びにその具体的実施方法

を検討したい0
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従来制度の特性図(試案)関-1
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